
平成24年3月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（非連結） 

平成24年2月3日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 東部ネットワーク株式会社 上場取引所 大 

コード番号 9036 URL http://www.tohbu.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 芦原 一義

問合せ先責任者 （役職名） 常務取締役兼常務執行役員 （氏名） 三澤 秀幸 TEL 045-461-1651
四半期報告書提出予定日 平成24年2月14日

配当支払開始予定日 ―

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有

四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成24年3月期第3四半期の業績（平成23年4月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第3四半期 8,492 10.4 394 △35.7 432 △33.9 407 5.0
23年3月期第3四半期 7,694 1.8 614 13.2 654 11.1 388 12.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第3四半期 74.33 ―

23年3月期第3四半期 70.77 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第3四半期 17,591 13,861 78.8
23年3月期 17,726 13,563 76.5

（参考） 自己資本   24年3月期第3四半期  13,861百万円 23年3月期  13,563百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00
24年3月期 ― 7.50 ―

24年3月期（予想） 7.50 15.00

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,561 5.7 735 3.8 760 0.8 461 4.1 84.09



(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  無

③ 会計上の見積りの変更   ：  無

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期3Q 5,749,000 株 23年3月期 5,749,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期3Q 263,230 株 23年3月期 263,230 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期3Q 5,485,770 株 23年3月期3Q 5,485,789 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
 
（四半期決算補足説明資料の入手方法） 
決算補足説明資料は平成24年2月3日（金）に当社ホームページに掲載いたします。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間のわが国経済は、東日本大震災からの復興需要が下支えし、緩やかな回復が見込まれてお

りましたが、長引く円高や欧州債務問題等が影響し、減速懸念が強まり、一層不確実な状況となりました。 

当貨物自動車運送業界におきましても、長引くデフレに起因した輸送量の減少に加えて、円高を背景とした生産

拠点の海外移転が加速し、国内貨物量は引続き縮小傾向にあります。 

当社はこのような状況下、全社一丸となって経済の長期的停滞による逆境を乗り越えるため、３ＰＬ事業（物流

の一括受注）の新規受注営業に傾注してまいりました結果、当上期（平成23年４月）に東部北陸物流センター（富

山県：敷地面積37,553.4㎡・延床面積21,067㎡）が開業し、続いて下期（平成23年12月）には東部海老名物流セン

ター（神奈川県：敷地面積35,102㎡・延床面積36,363㎡）を竣工、稼働することができました。  

さらに、不動産賃貸事業では、保有地を有効活用するため隣地を一部取得し、12月に草加施設（埼玉県：敷地面

積2,331.2㎡・延床面積1,011㎡）の提供を開始いたしました。加えて、将来の業容拡大に備え、倉庫業の登録申請

を行いました。 

以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は、8,492,545千円（前年同期比10.4％増）、営業利益につきまし

ては、燃料費高騰による経費負担増や新規事業関連等の諸経費が増加したことから394,965千円（前年同期比

35.7％減）、経常利益は432,902千円（前年同期比33.9％減）、四半期純利益は、税制改正による法定実効税率の

変更に伴い、法人税等が減少したことから407,778千円（前年同期比5.0％増）となりました。  

  

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。 

① 貨物自動車運送事業  

（第１営業部門） 

清涼飲料輸送は、東日本大震災の負の影響と天候不順による輸送量の減少がありましたが、東部北陸物流セ

ンターの稼働により取扱い輸送地域の拡大と荷役作業の増加が貢献し、増収となりました。 

びん・容器輸送は、新規輸送の取り込みと清涼飲料輸送との連携複合輸送により増収となりました。 

以上により、第１営業部門は前年同期比18.0％増となりました。 

（第２営業部門） 

石油輸送は、原油価格の高騰による需要の減退に加え、低燃費車の増加等により輸送量が減少し、減収とな

りました。 

化成品輸送は、引続き新興国需要が旺盛で輸送力を増強し、増収となりました。 

セメント輸送は、遅れておりました圏央道等の幹線道路整備需要が増加し、増収となりました。 

その他輸送は、小型車の契約車両を提供しておりますが、景気低迷による値引き要請で減収となりました。

以上から、第２営業部門は前年同期比1.0％減となりました。 

この結果、関連業務の荷役作業収入を含めた当事業の売上高は、5,728,273千円（前年同期比14.1％増）と

なり、セグメント利益は189,035千円（前年同期比55.5％減）となりました。 

② 商品販売事業 

石油販売は、新規取引先の獲得による増収と販売単価の上昇も加わり、増収となりました。 

セメント販売は、停滞しておりました公共工事が動き始めましたが、民需が低調で受注減となり、減収とな

りました。 

車両販売他の車両販売につきましては、若年層の車両保有意識の低下に加えて保有期間の長期化により販売

減となりましたが、新規事業のＩＴシステムのソフトウェア販売が加わりましたので、増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は1,775,082千円（前年同期比2.7％減）となり、セグメント利益は11,806千円

（前年同期比162.3％増）となりました。 

③ 不動産賃貸事業 

自社提供施設は、テナントビル事業で一部空室が生じておりますが、東部北陸物流センターと草加施設が新

規に稼働いたしましたので、増収となりました。 

借上施設につきましては、臨時提供施設の増加に加えて、東部海老名物流センターの一部稼働で、増収とな

りました。 

この結果、当事業の売上高は926,787千円（前年同期比16.8％増）となり、セグメント利益は363,219千円

（前年同期比0.3％増）となりました。 

④ その他事業 

自動車整備事業は、登録車の台数減少に加えて、整備費抑制傾向が続いておりますので、予防整備導入によ

るトータルコスト削減提案キャンペーンとディーラーとの関係強化により、増収となりました。 

損害保険代理業等は、火災保険の新規大口契約が整いましたことに続き、自動車保険につきましても付保内

容の充実提案営業により契約単価が上昇し、増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は62,402千円（前年同期比5.6％増）となり、セグメント利益は26,781千円（前

年同期比23.8％増）となりました。 

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（２）財政状態に関する定性的情報 

（資産）  

当第３四半期会計期間末における流動資産は 千円となり、前事業年度末と比べ 千円減少いたし

ました。これは主に現金及び預金が 千円減少したことによるものであります。固定資産は 千円

となり、前事業年度末と比べ 千円増加いたしました。これは主に有形固定資産が 千円、無形固定資

産が 千円、投資有価証券が 千円それぞれ減少した一方で、差入保証金が 千円増加したことに

よるものであります。 

この結果、総資産は、 千円となり、前事業年度末と比べ 千円減少いたしました。 

（負債）  

当第３四半期会計期間末における流動負債は 千円となり、前事業年度末と比べ 千円減少いたし

ました。これは主に営業未払金が 千円、未払費用が 千円それぞれ増加した一方で、未払金が

千円、未払法人税等が 千円それぞれ減少したことによるものであります。 

固定負債は 千円となり、前事業年度末と比べ 千円減少いたしました。これは主に長期預り保証

金が 千円増加した一方で、繰延税金負債が 千円減少したことによるものであります。 

この結果、負債合計は、 千円となり、前事業年度末と比べ 千円減少いたしました。 

（純資産）  

当第３四半期会計期間末における純資産合計は 千円となり、前事業年度末と比べ 千円増加い

たしました。これは主にその他有価証券評価差額金が 千円減少した一方で、利益剰余金が 千円増加

したことによるものであります。 

この結果、自己資本比率は78.8％（前事業年度末は76.5％）となりました。   

   

（３）業績予想に関する定性的情報 

通期業績予想につきましては、平成23年５月13日に発表の公表値から変更はありません。   

なお、実際の業績が様々な要因により大きく異なる可能性がでてまいりました場合には、速やかに業績予想を修

正することといたします。    

   

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。   

   

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。  

    

（３）追加情報  

① 法人税率の変更等による影響  

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年

法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２月に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.3％から、平成24年４月１日に開始する事業年度

から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については37.7％に、平成27年４月１

日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.3％となります。この税率変更により、

流動資産の繰延税金資産が1,154千円、固定負債の繰延税金負債（固定資産の繰延税金資産の金額を控除した

金額）が152,431千円、再評価に係る繰延税金負債が18,448千円それぞれ減少し、土地再評価差額金（貸方）

が18,448千円、その他有価証券評価差額金（貸方）が5,023千円それぞれ増加し、四半期損益計算書に計上の

法人税等調整額（貸方）は146,254千円増加しております。 

② 表示方法の変更  

従来、四半期貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「差入保証金」は当

第３四半期会計期間では重要性が増したため、区分掲記しております。 

この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の貸借対照表において、投資その他の資産の「その他」

に表示しておりました1,087,576千円は、「差入保証金」925,692千円、「その他」161,883千円として組み替

えております。  

  

該当事項はありません。   

3,216,266 379,155

378,904 14,374,782

243,986 159,198

34,799 83,577 499,835

17,591,049 135,169

1,215,414 273,739

39,758 31,687 205,950

151,472

2,513,876 159,864

46,865 198,123

3,729,291 433,603

13,861,757 298,433

45,505 325,491

２．サマリー情報（その他）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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４．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,384,970 2,006,066

受取手形 90,116 45,142

営業未収入金 949,698 1,012,696

有価証券 20,000 －

原材料及び貯蔵品 28,791 27,409

その他 125,303 128,474

貸倒引当金 △3,458 △3,523

流動資産合計 3,595,422 3,216,266

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 3,623,098 3,645,216

車両運搬具（純額） 455,357 331,539

土地 7,560,765 7,560,765

建設仮勘定 11,791 －

その他（純額） 479,785 434,079

有形固定資産合計 12,130,799 11,971,600

無形固定資産 204,686 169,886

投資その他の資産   

投資有価証券 707,739 624,161

差入保証金 925,692 1,425,528

その他 161,883 183,610

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 1,795,311 2,233,295

固定資産合計 14,130,796 14,374,782

資産合計 17,726,218 17,591,049

負債の部   

流動負債   

支払手形 81,466 46,039

営業未払金 651,050 690,809

未払金 242,585 36,635

未払費用 155,872 187,559

未払法人税等 165,196 13,723

引当金 91,768 44,841

その他 101,214 195,806

流動負債合計 1,489,153 1,215,414

固定負債   

繰延税金負債 1,272,242 1,074,118

再評価に係る繰延税金負債 148,692 130,244
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

引当金 90,740 95,520

長期前受金 61,153 66,199

長期預り保証金 1,099,314 1,146,179

資産除去債務 1,597 1,614

固定負債合計 2,673,740 2,513,876

負債合計 4,162,894 3,729,291

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,031 553,031

資本剰余金 527,722 527,722

利益剰余金 13,022,386 13,347,878

自己株式 △194,955 △194,955

株主資本合計 13,908,184 14,233,676

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 110,506 65,000

土地再評価差額金 △455,366 △436,918

評価・換算差額等合計 △344,860 △371,918

純資産合計 13,563,324 13,861,757

負債純資産合計 17,726,218 17,591,049
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 7,694,889 8,492,545

売上原価 6,816,601 7,823,896

売上総利益 878,287 668,649

割賦販売未実現利益戻入額 2,388 933

割賦販売未実現利益繰入額 1,194 507

差引売上総利益 879,480 669,075

販売費及び一般管理費 264,910 274,110

営業利益 614,570 394,965

営業外収益   

受取利息 1,545 539

受取配当金 20,532 23,041

車両賃貸料 634 600

補助金収入 12,600 6,000

その他 10,457 12,682

営業外収益合計 45,769 42,863

営業外費用   

支払利息 4,810 4,572

その他 792 354

営業外費用合計 5,602 4,926

経常利益 654,737 432,902

特別利益   

固定資産売却益 3,279 15,317

貸倒引当金戻入額 27 －

投資有価証券売却益 30,890 －

特別利益合計 34,198 15,317

特別損失   

固定資産売却損 4 －

固定資産除却損 11 140

減損損失 22,190 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,200 －

特別損失合計 23,406 140

税引前四半期純利益 665,530 448,079

法人税、住民税及び事業税 243,113 170,038

法人税等調整額 34,194 △129,737

法人税等合計 277,308 40,301

四半期純利益 388,221 407,778
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該当事項はありません。    

   

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１ 「その他事業」は、自動車整備業及び損保代理業等であります。 

２ セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。  

３ 報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１ 「その他事業」は、自動車整備業及び損保代理業等であります。 

２ セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。  

３ 報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。   

   

該当事項はありません。     

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注)２ 

四半期損益
計算書計上
額（注)３ 

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事業
（注)１ 

計 

売上高               

外部顧客への売上高  5,018,577  1,823,975  793,227  59,107  7,694,889  －  7,694,889

計  5,018,577  1,823,975  793,227  59,107  7,694,889  －  7,694,889

セグメント利益  424,671  4,501  362,073  21,638  812,884  △198,313  614,570

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注)２ 

四半期損益
計算書計上
額（注)３ 

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事業
（注)１ 

計 

売上高               

外部顧客への売上高  5,728,273  1,775,082  926,787  62,402  8,492,545  －  8,492,545

計  5,728,273  1,775,082  926,787  62,402  8,492,545  －  8,492,545

セグメント利益  189,035  11,806  363,219  26,781  590,842  △195,877  394,965

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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